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本研究では，デマンド交通の車両としてグリーンスローモビリティ（GSM）を導入することを想定し，

普通乗用車によるデマンド交通とタクシーの 3 つ地区交通システムについて，需要密度と時間価値を外生

変数として運行者および利用者からなる総費用の比較を行った．今回の設定では GSM によるデマンド交

通システムが最安にはならないこと，また GSM の自動運転化がなされた場合，時間価値 500 円/h 以下か

つ需要密度が約 20人/㎢/h以上の領域で GSMデマンド交通が優位になることなどを明らかにした． 
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1. 背景 

 

グリーンスローモビリティ（以下，GSMと記す）は，

時速20km未満で走行する小型電動車であり，乗り降り

しやすい，開放的，会話がしやすい等の特徴を有し，高

齢化が進む地域での域内交通の確保や観光モビリティ等，

地域が抱える諸課題の解決と脱炭素社会の確立を同時に

実現することが期待されている1)．2022年3月時点で119

都市において社会実験が行われているが，実験終了後，

本格運行に移行したのは29都市に留まっている2)． 

その要因として，GSMが小型で低速であるため狭い

範囲での小規模な輸送しかできないことや車両価格が高

いことが指摘されている． 

本研究では，デマンド交通の車両としてGSMを導入

することを考え，この地区交通システムが普通乗用車に

よるデマンド交通やタクシーシステムよりも費用が安く

なる条件について検討する． 

GSMに関する先行研究としては，平野ら3)が桐生市で

のアンケート調査を基にその社会的受容性や社会的効果

を分析しており，GSMの運行により利用者・市民生活

やまちづくりにもたらす社会的効果を定量的に把握して

いる．また，Shreyasら4)が東員町，福山市でのアンケー

ト調査や利用実態のデータを用いてGSMを導入した際

のCO2の排出量削減効果や削減に必要な条件等を明らか

にしている．これらのGSMを導入することによる効果

を示す研究がある一方でGSMを経済的な観点から他車

種と比較し分析を行っている研究は筆者らの知る限り見

あたらない． 

一方，デマンド交通の経済性に関する先行研究として，

竹内ら5)は，デマンド交通の運行方式がコストに与える

影響を分析し，既存バス代替交通手段の評価を行ってい

る．長谷川・鈴木6)は，需要密度と移動距離に着目して

多様な公共交通システムの優位性がある範囲を明らかに

している．Estradaら7)はバルセロナを対象として，デマ

ンド交通のサービス内容や車種の違いによる費用の最適

化問題について提示しており，運行者だけでなく利用者

の費用も含めた総費用の分析を行っている．これらの先

行研究では，GSMについては扱われていない．またこ

れら研究で行われている計算の方法では，利用者の費用

について時間価値を一定と仮定しており，待ち時間や移

動時間が長くなる「スロー」なモビリティであるGSM

の優位性を見出すことは難しい．  

そこで本研究では，GSMと通乗用車によるデマンド

交通またタクシーシステムの3つの地区交通システムを

導入した場合の運行者費用と利用者費用を算出し，これ

らの和である総費用を比較する．またGSMは「スロー」

なことによる車両台数の増加やそれに伴うドライバー人

件費の増加により不利であると考えられる．そこで低速

かつ小型のGSMにおいて自動運転化がなされた場合に

ついても検討し，GSMによるデマンド交通が最も低費

用となる条件を明らかにすることを目的とする．  
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2. シミュレーション 

 

本研究では，地区を設定し，その交通システムとして，

GSMと普通乗用車を用いたデマンド交通とタクシーシ

ステムの3つについて運行シミュレーションを行って，

それらの費用を比較する． 

費用として運行者と利用者の費用を考える．運行者費

用は，台数と車両取得費用やドライバー人件費等の和と

を乗じたものと走行距離と燃料費・電気代とを乗じたも

のの和より算出される．他方，利用者費用は，待ち時

間・乗車時間に時間価値を乗じたものとする．運行者は，

これら2つの費用の和である総費用の最小化を図るよう

に運行頻度・台数を決めると仮定する． 

運行する地区を表現するパラメータとして「需要密度」

と「時間価値」を用いた感度分析を行う．１章で述べた

ようにGSMは「スロー」なモビリティであるため，速

いモビリティほど時間を費用に換算した時間費用が低く

なり，スローなモビリティの優位性を見出すことは困難

となる．本研究では，時間価値を，地区住民の「スロー」

に対する受容性また総費用に占める利用者費用の「重み」

として，一つの外生変数として分析を行う．また需要密

度についても今回は外生変数として扱う．実際には料金

により需要が変動すると考えるのが適切であろう．これ

らの検討は今後の課題である． 

 

(1) モデルの諸仮定 

a) 地区 

空間の設定については，実際にGSMを用いたデマン

ド交通の実証実験を行った大阪府河内長野市南花台地区

を参考に縦1.9km，横0.7kmで面積1.33㎢の長方形とした．

また，道路間隔は0.1kmとしている．デマンド交通での

基本ルートの所要時間はGSM約40分，普通乗用車約15分

である．なお他の交通との競合は考慮しない． 

b) 利用者 

  利用者の移動者数は，需要密度を2～30人/㎢·hの範囲

で与えることにより決定する．また，利用者の移動パタ

ーンについて， GSM の利用者は高齢者の徒歩による私

事の移動からの転換が多いと考え，先行研究 8)の全国高

齢者の歩行による私事トリップ数の中から，買物と通院

に関する歩行トリップ数を抽出し，移動目的別の移動パ

ターンを設定した．さらに河内長野市の利用データも考

慮した上で，時間帯別移動目的別の需要発生パターンを

設定した．2トリップ以上移動する 4番~7番のパターン

ではそれぞれ降車後次のトリップに移行するまでの滞在

時間を 45 分と仮定している（表-1）．また時間価値に

ついては，GSM の利用者が比較的時間価値の低い高齢

者であることを考慮し，250～2,000 円/h で設定している． 

c) 運行者 

デマンド交通とタクシーシステムの運行方法の違いを

表-2にまとめる．運行費用は固定費と変動費に分けて考

え，運行拠点の維持費と運行に関する事務費やシステム

費は運行方式，車両タイプによらず一定と仮定した．ま

た，ドライバー人件費は，2022年度公共工事設計労務単

価の運転手(一般)より設定した．車両の取得費用，維持

費用及び燃料費・電気代については車両タイプ毎に設定

している．GSMについては，各 GSM実証実験の運行主

体を調査し，そのうち詳細な費用の内訳は，島根県松江

市・大田市および岡山県備前市よりご提供いただいた

GSM のデータを用いた．普通乗用車については，デマ

ンド交通ではハイエース，タクシーシステムではアクア

を想定し，カタログ資料よりそれぞれ設定した．これら

の運行費用の設定を表-3に整理する． 

 

(2) 分析方法 

需要密度と時間価値をそれぞれ外生変数として3つの

交通システムにおいて総費用が最小となる運行頻度や台

数を求め，それらの費用を比較する．  

 

 

3. 結果  

 

まず，GSMは現状の運行形態，すなわち1台に1人の

ドライバーがいることを前提とした結果を図-2に示す． 

表-1 利用者の移動パターンの設定 

 

パターン名
滞在
時間

出現率

1 買物(行きのみ) 任意の地点 ⇒ スーパー ー 22.4%

2 買物(帰りのみ) スーパー ⇒ 任意の地点 ー 44.7%

3 ランダム 任意の地点 ⇒ 任意の地点 ー 14.1%

4 買物(往復利用) 任意の地点 ⇒ スーパー ⇒ 出発地点 45分 6.5%

5 通院(往復利用) 任意の地点 ⇒ 病院 ⇒ 出発地点 45分 10.3%

6 買物→通院 任意の地点 ⇒ スーパー ⇒ 病院 ⇒ 出発地点 45分 1.0%

7 通院→買物 任意の地点 ⇒ 病院 ⇒ スーパー ⇒ 出発地点 45分 1.0%

ルート 時間帯別出現率

0%

5%

10%

15%

20%

25%

9 10 11 12 13 14 15

第 67 回土木計画学研究発表会・講演集



 

 3 

 

この図では，横軸に需要密度，縦軸に時間価値をとり，

GSM によるデマンド交通(SemiD GSM)が総費用で優位と

なる領域を緑色，による普通乗用車によるデマンド交通

(SemiD CAR)が優位となる領域を橙色，タクシーシステ

ム（DYNAMIC CAR）が優位となる領域を青色で，また

1 人あたりの運行者費用に前章の条件設定で，優位性の

ある地域の検討に関する等費用曲線を黒色で示している． 

これを見ると今回の設定ではGSMによるデマンド交

通が優位となる領域はないことがわかる．この要因とし

て，GSMの車両費用が普通車と比較して高い上に，低

速であるため移動時間がかかり，車両台数が多く必要に

なり車両費用や人件費が増加した結果，運行者費用が増

加するためである (図-3) ． 

そこで，固定費用の低減を図るべく，GSMの自動運

転化について検討する．具体的には車両は無人とし，拠

点に監視員を1名配置すると仮定し，人件費を台数に関

わらず，1人分として再度計算を行った(図-4)． 

その結果，時間価値が約500円/h以下かつ需要密度が20

人/㎢/h以上の領域でGSMが優位となる領域があること

がわかる．このときの1人あたりの利用者費用(図-5)を見

ると，時間価値が低い場合にはGSMによるデマンド交

通は，普通乗用車によるデマンド交通やタクシーシステ

ムと比較しても大きく利用者費用に違いがないことがわ

かる．しかし，時間価値が上がるにつれ，その差が拡大

していくことから，GSMは時間価値が低い利用者が多

い地域で相対的に競争力があるといえる． 

 

 

図-2 総費用が最小となる地区交通システム 

 

図-3  1日あたり運行者費用（時間価値300円/h） 

 
図-4  総費用が最小となる交通システム 

（自動運転化時） 

(GSMの減額が10,000 円の場合) 

表-3  費用単価の設定 

 

タクシー

GSM 普通車 普通車

平均速度 (km/時) 6 20 20

定員 (人) 6 6 3

車両取得費用 (\/日-台) 2,544 1,802 1,315

ドライバー人件費 (\/日-台)

維持費用 (\/日-台) 1,548 1,608 1,608

台あたり固定費用計 (\/日-台) 20,281 19,599 19,112

拠点の管理費・

事務費・システム費
(\/日)

変動費 燃料費/電気代 (\/km) 6 20 10

交通システム デマンド交通

車両

車両

条件

固定費

5,205

16,189

表-2 ルートの設定 

  

デマンド交通 タクシー

運行間隔と台数
最適化
の変数

目標待ち時間と台数

5～60分 運行間隔 なし
（予約が入り次第運行）

なし
目標待ち

時間
5～60分

各乗降地の位置に応じて
基本ルートから迂回

経路
需要の出発地と目的地を

最短経路で結ぶ

あり（車両定員まで） 同乗 なし
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4．おわりに 

 

本研究では，GSMと普通乗用車によるデマンド交通

そしてタクシーシステムの3つ地区交通システムについ

て，需要密度と時間価値を外生変数として運行者および

利用者からなる総費用の比較を行った．今回の設定では，

GSMによるデマンド交通システムが最安とならないこ

と，またGSMの自動運転化がなされた場合，時間価値

500円/h以下かつ需要密度が約20人/㎢/h以上の領域で 

GSMデマンド交通が最も低費用となることなどを明ら

かにした． 

このことから，比較的時間価値が低い高齢者が狭い範

囲に集中している地区，例えば，いわゆるオールドニュ

ータウンなどでの導入が望ましいと考える． 

残された課題は少なくない．まず，本研究では，需要

密度や時間価値を外生変数として扱っているが，これら

の内生化は大事な論点である．またGSMの輸送力とそ

の費用に関する分析に留まっており，その特徴である会

話のしやすさや解放感等を表現した分析を行うことがで

きなかった．さらにGSM導入による外出機会，コミュ

ニケーション機会の増加等による医療費の削減等クロス

セクター効果についても考慮できていない．自動運転シ

ステム費用の考慮，地区の形状や道路ネットワークの多

様化も含め，今後も分析を進め，地区のモビリティデザ

イン検討の材料を提供していきたいと考えている． 

 

謝辞 GSMのデータを提供いただいた各事業者の皆様

またシミュレーションモデルの構築・分析に中山大地氏

（パシフィックコンサルタンツ）の協力を得た．また須

永大介氏(麗澤大学)および小林貴氏（交通安全環境研究

所）より有益なコメントをいただいた．記して謝意を表

します． 

 

付録 GSM導入可能地域の検討 

需要密度20人/㎢/h以上かつ時間価値が500円/h以下の

領域において自動運転GSMによるデマンド交通に優位

性があるとされた．ここでは時間価値が相対的に低い

高齢者が高密に居住していると考えられるオールドニ

ュータウンについて，GSM導入可能性を検討する．調

査対象は，国土交通省が取りまとめた全国のニュータ

ウンリスト9)に掲載されている2,022箇所のうち面積が0.5

㎢以上1.5㎢以下である1,182箇所である．これらの地域

を対象に，人口推計データ10)の65歳以上高齢者人口の

2020年人口と2040年推計人口を用いてデマンド交通利用

者数の推計した．なおニュータウンでの需要密度推定

に関しては，平成27年全国PT調査における65歳以上に

おける平日における「私事/買物」，「私事/食事等(日常

生活圏内)」,「私事/通院」目的を対象とした． GSMは徒

歩および自転車での移動手段の代替になると考え，これ

らの目的で代表交通手段が徒歩または自転車利用のもの

のうち一部がGSMを利用に転換すると仮定した．徒歩

利用，自転車利用のからGSMへの転換率は，5％，10％，

15％と幅をもって推計した．2020年および2040年におけ

る転換率5%の場合の推定需要密度の分布を図-A1に示す． 

その結果，2020年で1.5～45.1%，2040年で4.6～57.0%の

地域でGSMに優位性がある可能性のある地域に該当し

た(表-A1)．また，2020年より2040年の方が該当する地域

が多いことから， 今後，GSMによるデマンド交通の導

入可能性のある地域は現在以上に拡大していくと考えら

れる． 

表-A1 導入可能性のあるニュータウン数 

 

転換率 2020年 2040年

18 54
(1.5%) (4.6%)

251 352
(21.2%) (29.8%)

509 674
(43.1%) (57.0%)

5%

10%

15%

 

図-A1  ニュータウンにおける推定需要密度 

(2020年 転換率5％) 

 

図-5 1日あたり利用者費用（需要密度 22人/㎢/h） 
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EXAMINATION OF POSSIBLE AREAS FOR INTRODUCTION OF  

On-DEMAND TRASPORTATION SERVICES  

BY GREEN SLOW MOBILITY 
 

 

Masayoshi TANISHITA and Ryusuke Takeuchi 

 
In this study, Green Slow Mobility (GSM) is introduced as a vehicle for demand transportation. Using 

demand density and value of time as exogenous variables, we compared the total costs of operators and 

users of three regional transportation systems (demand transportation by GSM and ordinary passenger cars 

and taxis). With this setting, the demand transportation system by GSM will not be the cheapest, and if 

GSM is automated driving, demand transportation by GSM become the cheapet in the area where the time 

value is 500 yen/h or less and the demand density is about 20 people/㎢/h or more.  
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